
 

鳥羽市６次産業化活動支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、農漁業者の所得の向上を図るため、６次産業化に資する事業

に要する経費に対し、予算の範囲で、鳥羽市６次産業化活動支援事業補助金（以

下「補助金」という。）を交付することに関して、鳥羽市補助金交付規則（昭和

49 年規則第７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、６次産業化とは、農漁業者が地元産農水産物の生産及

び加工、販売を一体的かつ主体的に行う事業活動であって、農水産物の加工若し

くは販売の過程において新たな価値を生み出すことを目指すものをいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、６次

産業化に資する取組みで、本市で生産される農水産物の高付加価値化に寄与する

ものとする。 

（補助対象者） 

第４条 この要綱により補助を受けることのできる者（以下「補助対象者」という。）

は、次の要件を全て満たすものとする。 

(１)  次のいずれかに該当する者であること。 

  ア 鳥羽市内に住所を有し、かつ、現に市内で農漁業を営む個人 

  イ 鳥羽市内の農漁業者が出資者となっている農業協同組合、漁業協同組合 

若しくは両組合が出資する組織 

ウ 鳥羽市内の農漁業者を加工・販売に主体的に携わる構成員として含み、 

６次産業化により、地域の活性化を目指す団体で、組織及び運営について 

定めた規約等を有する組織 

 (２) 市税を滞納していないこと。 

 (３) 当該年度中に他の制度で同一の事業に対して補助金の交付を受けていない 

こと。 



 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助

対象事業に要する経費のうち、別表に定める経費とする。 

２ 補助金の額は、前項に定める補助対象経費の総額に２分の１を乗じて得た額（当

該額が 10 万円を超えるときは 10 万円）以内とする。 

３ 前項の場合において、補助金の交付額に 1,000 円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てた額とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 規則第３条第１項第１号の事業計画書は、鳥羽市６次産業化活動支援事業

計画書（様式第１号）によるものとする。 

２ 規則第３条第１項第２号の収支予算書は、鳥羽市６次産業化活動支援事業収支

予算書（様式第２号）によるものとする。 

３ 規則第３条第１項第４号に定める書類は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 市税の完納証明 

(２) 農漁業者を構成員に含む団体の場合は、組織の規約及び構成員の一覧表 

４ 補助金の交付を受けようとする者が消費税の納税義務者である場合、当該補助

金に係る消費税仕入控除税額に補助率を乗じて得た金額を減額して申請しなけ

ればならない。ただし、申請時において当該消費税に係る仕入控除税額が明らか

でないものについては、この限りでない。 

（実績報告） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、規則第

10 条に定める補助事業等実績報告書に次に掲げる書類を添付するものとする。 

(１) 鳥羽市６次産業化活動支援事業報告書（様式第３号） 

(２) 鳥羽市６次産業化活動支援事業収支決算書（様式第４号） 

(３) 補助対象経費に係る領収書又は支出を証する書類の写し（旅費の場合は参 

加事業の概要がわかるもの及び会場までの旅費の積算根拠を証するもの） 

(４)  機器購入がある場合は当該機器の写真 

２ 補助事業者が消費税の納税義務者である場合、前項の実績報告を行うにあたっ



 

て、仕入れに係る消費税を減額した額を決算額としなければならない。 

（財産の管理及び処分の制限） 

第８条  補助事業者は、補助事業により新たに取得した機器（以下「取得財産等」

という。）については、補助対象事業の完了後においても、善良な管理者の注意を

もって管理するとともに、補助金交付の目的に従って効率的な運用を図らなけれ

ばならない。 

２ 補助事業者は、補助事業の完了の年の翌年から起算して、「減価償却資産の耐用

年数等に関する省令」（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。）で定める耐用年数を経過す

るまでの期間において、補助金の目的に反して他の用途に使用し、他の者に貸付、

譲渡、他の物件と交換し、又は債務の担保に供してはならない。ただし、取得価

格が１万円未満の取得財産等又はあらかじめ市長の承認を受けた場合は、この限

りでない。 

３ 市長は、前項の規定により、補助事業者が取得財産等の処分をしたことにより

収入があったときは、その収入の全部又は一部を納付させることができるものと

する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、平成 29 年 7 月５日から施行する。 



 

別表（第５条関係） 

事業区分 費目 対象経費 備 考 

加工品の 

開発 

役務費 検査手数料 

加工を請け負う事業者への試作手数料 

 

委託料 商品のパッケージデザイン委託料  

備品購入費 加工機器の購入経費  

商品の 

販路拡大 

旅費 商談会、イベント会場への旅費  

委託料 販促ツールの作成委託料  

印刷製本費 販促ツールの印刷製本費 上限 1,000 部 

 

 


